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水 道 事 業 会 計 

 

１ 業 務 実 績 

業務量の推移をみると，第１表のとおりである。 

「給水戸数」は，当年度末現在７２万６，５４３戸（箇所）で，前年度末に比べ８，０５２戸 

（１．１％）増加している。 

「給水量」は，１億８，６１９万㎥で，猛暑の影響により，前年度に比べ１６３万㎥（０．９％）

増加している。 

「配水量」は，２億１５９万㎥で，前年度に比べ９４万㎥（０．５％）増加している。その水源は，

阪神水道企業団から１億７，２１１万㎥（８５．４％），兵庫県水道用水供給事業から７１５万㎥ 

（３．５％）及び千苅貯水池等の自己水源から２，２３２万㎥ （１１．１％）となっている。 

「有効率」は，９４．９％で，配・給水管の整備に努めた結果，前年度に比べ０．２ポイント上昇

している。 

「施設利用率」は６１．３％，「施設最大利用率」は７０．３％で，前年度に比べそれぞれ

０．４ポイント，１．９ポイント上昇している。 

「配水管延長」は，４，５５９㎞で，西神地区における新設等により，前年度末に比べ３９㎞

（０．９％）増加している。 

 

２ 予算の執行状況 

(1) 収益的収支 

収益的収支の執行状況をみると，第２表のとおりである。 

収益的収入は，予算額３９７億２，０４２万円に対して決算額４０５億４，６４４万円で，執行

率は１０２．１％となっている。これは主として，猛暑により給水収益が増加したことによる。 

収益的支出は，予算額４０１億５，４０４万円に対して決算額３９８億１，２８３万円で，執行

率は９９．２％となっている。これは主として，「新たな経営目標」にもとづき経費節減に努めた

結果，人件費，及び委託料等の物件費が予定を下回ったことによる。 
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第　１　表　　　  業　　務　　量　　の　　比　　較

戸 726,543 8,052 1.1 718,491 8,362 1.2

一 般 用 682,656 8,123 1.2 674,533 8,432 1.3

業 務 用 43,299 △ 56 △ 0.1 43,355 △ 50 △ 0.1

そ の 他 588 △ 15 △ 2.5 603 △ 20 △ 3.2

㎥ 186,193,061 1,633,130 0.9 184,559,931 △ 2,507,507 △ 1.3

一 般 用 145,138,703 1,503,493 1.0 143,635,210 △ 824,810 △ 0.6

業 務 用 40,161,181 120,728 0.3 40,040,453 △ 1,405,401 △ 3.4

そ の 他 893,177 8,909 1.0 884,268 △ 277,296 △ 23.9

㎥ 258 0 0.0 258 △ 7 △ 2.6

一 般 用 214 0 0.0 214 △ 4 △ 1.9

業 務 用 927 4 0.4 923 △ 31 △ 3.2

そ の 他 1,500 57 4.0 1,443 △ 339 △ 19.0

㎥ 201,594,910 942,670 0.5 200,652,240 △ 3,480,710 △ 1.7

受 水 量 179,273,600 △ 181,994 △ 0.1 179,455,594 135,364 0.1

自 己 水 源 22,321,310 1,124,664 5.3 21,196,646 △ 3,616,074 △ 14.6

１日平均配水量 552,315 4,085 0.7 548,230 △ 11,038 △ 2.0

１日最大配水量 632,710 17,210 2.8 615,500 △ 34,820 △ 5.4

㎥ 900,381 0 0.0 900,381 0 0.0

％ 94.9 0.2 － 94.7 0.3 －

％ 61.3 0.4 － 60.9 △ 1.2 －

％ 70.3 1.9 － 68.4 △ 3.9 －

ｍ 4,559,480 39,043 0.9 4,520,437 56,876 1.3

人 826 △ 1 △ 0.1 827 △ 40 △ 4.6

損益勘定支弁職員 人 720 △ 3 △ 0.4 723 △ 36 △ 4.7

資本勘定支弁職員 人 106 2 1.9 104 △ 4 △ 3.7

備考：１　給水戸数，配水能力，配水管延長，職員数は年度末現在の数値である。

　　　３　１戸当たり給水量＝(給水量）/　{（年度当初給水戸数＋年度末給水戸数）÷２}

　　  ４　有効率＝{有収水量(給水量)＋無収水量}/配水量×１００　

　　  ５　施設利用率＝（１日平均配水量/１日配水能力)×１００

　  　６　施設最大利用率＝（１日最大配水量/１日配水能力）×１００

　　　２　給水戸数及び給水量の用途別内訳
　　　　　（一般用）家事用，公共等，（業務用）小売・サービス，製造等，（その他）公衆浴場，共用家事等

対前年度
増 減 率

単位
実　　数 対前年度増減

対前年度
増 減 率

平    成    16    年    度 平    成    15    年    度

実　　数 対前年度増減
項         目

給水戸（箇所）数

給 水 量 （ 年 ）

１戸当たり給水量

施 設 最 大 利 用 率

配 水 管 延 長

職 員 数

配 水 量 ( 年 ）

配 水 能 力 ( 日 ）

有 効 率

施 設 利 用 率
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(2) 資本的収支 

資本的収支の執行状況をみると，第３表のとおりである。 

当年度の資本的収入の決算額は４８億８，０６９万円で，翌年度繰越工事資金１億４，７３３万

円を除く当年度財源充当額は４７億３，３３５万円である。これに対し，資本的支出の決算額は

１６５億９，１１２万円となっており，その不足する額１１８億５，７７７万円を消費税資本的収

支調整額３億２，４７７万円，前年度繰越工事資金８，５３５万円及び損益勘定留保資金１１４億

４，７６４万円で補てんしている。 

ア 資本的収入 

資本的収入は，予算額７８億１，６２９万円に対して決算額４８億８，０６９万円で，執行率

は６２．４％となっている。これは主として，工程調整等により基幹施設整備工事，配水管整備

増強工事等を翌年度に繰り越したことにより，その財源である企業債及び工事負担金等が当年度

収入できなかったことによる。 

以下，主な項目別に決算状況を述べる。 

「企業債」は１６億円で，資本的収入の３２．８％を占めており，その充当内訳は，基幹施設

整備工事に４億円及び配水管整備増強工事に１２億円となっている。 

「工事負担金」は１５億８，３３３万円で，資本的収入の３２．４％を占めており，主な内訳

は，既存の送水施設から開発団地等に給水するために必要な水道施設工事費を団地開発者から受

け入れた工事負担金１０億９，４０６万円及び区画整理事業等に伴う配水管移設工事負担金２億

８，６３８万円である。 

「国庫補助金」は３億７，５５１万円で，大容量送水管整備事業等に係る国庫補助金を受け入

れたものである。 

(単位　金額：千円，比率：％）

金額（Ａ） 構成比率 金額（Ｂ） 構成比率

1 39,720,425 100.0 40,546,442 100.0 826,017 102.1

(1) 36,371,104 91.6 36,917,629 91.1 546,525 101.5

(2) 3,328,220 8.4 3,527,120 8.7 198,900 106.0

(3) 21,101 0.1 101,693 0.3 80,592 481.9

1 40,154,045 100.0 39,812,836 100.0 341,209 99.2

(1) 36,802,501 91.7 36,205,595 90.9 596,906 98.4

(2) 3,190,000 7.9 3,120,967 7.8 69,033 97.8

(3) 125,629 0.3 486,274 1.2 △ 360,645 387.1

(4) 35,915 0.1 － － 35,915 －

備考：予算額及び決算額には，消費税が含まれている。

営 業 費 用

営 業 外 費 用

予 備 費

水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

水 道 事 業 費

特 別 利 益

特 別 損 失

第　２　表　　　収　益　的　収　支　の　執　行　状　況

項　　　目
予　算　額 決　算　額 予算額に比べ

決算額の増減
又 は 不 用 額

執行率
（Ｂ／Ａ
×100)
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「一般会計出資金」は２億６，１５１万円で，阪神水道企業団第５期拡張事業に対する出資金

の財源として一般会計から受け入れたものである。 

「施設増強負担金」は６億９，３０９万円で，開発団地等に係る工事負担金のうち将来の施設

整備等に充てられるもので，水道事業基金（以下「基金」という。）に積み立てている。 

「基金収入」は１億５，５４９万円で，その内訳は，基金運用利息１億３，５２９万円及び土

地売却差益２，０１９万円であり，全額基金に積み立てている。 

イ 資本的支出 

資本的支出は，予算額２１１億１，２１６万円に対して決算額１６５億９，１１２万円で，執

行率は７８．６％となっている。 

以下，主な項目別に決算状況を述べる。 

(ｱ) 建設改良費 

建設改良費は１０１億３，８７９万円で，資本的支出の６１．１％を占めており，翌年度へ

の繰越額２８億５６８万円及び不用額１５億１，８２４万円を生じたため，執行率は 

７０．１％となっている。 

「基幹施設整備工事費」は３０億７０７万円で，主な内訳は，布引五本松堰堤補強及び堆積土

砂撤去工事６億３，３７１万円，大容量送水管(布引工区)整備工事３億５，８３６万円，大容

量送水管(王子工区)整備工事３億４，６４３万円及び灘中層配水池増強工事１億３，７１０万

円である。なお，工程調整等により翌年度への繰越額１５億８，１８１万円及び不用額１億

２，８８６万円を生じたため，執行率は６３．７％となっている。 

「配水管整備増強工事費」は３３億３，６８６万円で，耐震化を推進するために実施した配

水管の取替等の工事に係るものである。なお，工程調整等により翌年度への繰越額８億 

３，１８０万円及び不用額７億９，６０３万円を生じたため，執行率は６７．２％となってい

る。 

「開発団地等施設工事費」は１０億３，０７１万円で，開発団地の配水管等工事に係るもの

であり，主な内訳は，ポートアイランド沖工事１億４，９４４万円，垂水（学園多聞線）配水

管新設工事１億４，８５４万円及びポートアイランド（第２期）配水管新設工事３，６７５万

円である。なお，工程調整により翌年度への繰越額３億３，３５０万円及び不用額

５，４０３万円を生じたため，執行率は７２．７％となっている。 

「建物改良工事費」は１６億３，３８１万円で，主なものは西部センター新庁舎新築関連工

事１４億３，８６１万円で，不用額９，６４４万円を生じたため，執行率は９４．４％となっ

ている。 

「貯浄配水施設改良工事費」は７億１，８６１万円で，主な内訳は奥平野配水管ＰＩＰ工事

１億５，８３４万円，押部谷ポンプ場ストレーナー設置工事４，６２３万円及び送水ポンプ取



 

 － 120 －

替工事４，２９４万円である。なお，工程調整等により翌年度への繰越額５，８５６万円及び

不用額２億５，５３１万円を生じたため，執行率は６９．６％となっている。 

「固定資産費」は３億３，３２３万円で，メーター購入費等であり，不用額 １億

４，１０３万円を生じたため，執行率は７０．３％となっている。 

(ｲ) 企業債償還金 

企業債償還金は４３億８，５３１万円で，全額が企業債の元金償還に係るものである。 

(ｳ) 貸付金 

貸付金は２億円で，全額が財団法人神戸市水道サービス公社への貸付金である。 

(ｴ) 投     資 

投資は８億１，５７２万円で，全額が基金造成費であり，その原資は基金運用利息及び施設

増強負担金等である。 

(ｵ) 出  資  金 

出資金は２億６，１５１万円で，全額が阪神水道企業団に対する出資金(第５期拡張事業

の１６年度執行分)である。なお，阪神水道企業団第５期拡張事業の工程調整により，翌年度へ

の繰越額１億３，５８６万円を生じたため，執行率は６５．８％となっている。 

(ｶ) 繰  出  金 

繰出金は７億８，９７８万円で，全額，阪神水道企業団に対する一般会計からの出資金(琵琶

湖総合開発事業等に係る元金償還分)を水道事業が繰出金として立替払したものである。 
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第　３　表　　　資　本　的　収　支　の　執　行　状　況

(単位　金額：千円，比率：％）

1 7,816,299 100.0 4,880,690 100.0 147,336 △ 2,935,609 62.4

(1) 3,400,000 43.5 1,600,000 32.8 － △ 1,800,000 47.1

(2) 2,101,768 26.9 1,583,337 32.4 － △ 518,431 75.3

(3) 658,967 8.4 375,515 7.7 147,336 △ 283,452 57.0

(4) 1,140 0.0 1,140 0.0 － － 100.0

(5) 397,386 5.1 261,517 5.4 － △ 135,869 65.8

(6) 700,955 9.0 693,091 14.2 － △ 7,864 98.9

(7) 116,983 1.5 155,494 3.2 － 38,511 132.9

(8) 196,690 2.5 10,315 0.2 － △ 186,375 5.2

(9) 242,410 3.1 200,000 4.1 － △ 42,410 82.5

(10) － － 280 0.0 － 280 －

1 21,112,167 100.0 16,591,128 100.0 2,941,550 1,579,489 78.6

(1) 14,462,715 68.5 10,138,794 61.1 2,805,681 1,518,240 70.1

ア 4,717,758 22.3 3,007,078 18.1 1,581,812 128,868 63.7

イ 4,964,705 23.5 3,336,869 20.1 831,800 796,036 67.2

ウ 1,418,248 6.7 1,030,715 6.2 333,500 54,033 72.7

エ 1,730,256 10.4 1,633,814 9.8 － 96,442 94.4

オ 1,032,501 4.9 718,618 4.3 58,569 255,314 69.6

カ 20,171 0.1 10,882 0.1 － 9,289 53.9

キ 474,268 2.9 333,234 2.0 － 141,034 70.3

ク 104,808 0.6 67,584 0.4 － 37,224 64.5

(2) 4,385,310 20.8 4,385,310 26.4 － 0 100.0

(3) 242,410 1.1 200,000 1.2 － 42,410 82.5

(4) 815,720 3.9 815,720 4.9 － 0 100.0

(5) 397,386 1.9 261,517 1.6 135,869 － 65.8

(6) 789,787 3.7 789,787 4.8 － － 100.0

(7) 18,839 0.1 － － － 18,839 －

　備考：１　予算額及び決算額には，消費税が含まれている。

　　　  ２　資本的収入の翌年度繰越額に係る財源充当額は，決算額の内書である。

出 資 金

投 資

予 備 費

固 定 資 産 費

企 業 債 償 還 金

貸 付 金

施 設 買 収 費

災 害 復 旧 工 事 費

配 水 管 整 備 増 強 工 事 費

開 発 団 地 等 施 設 工 事 費

建 物 改 良 工 事 費

貯 浄 配 水 施 設 改 良 工 事 費

貸 付 金 返 還 金

基 幹 施 設 整 備 工 事 費

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

資 本 的 収 入

企 業 債

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

国 庫 補 助 金

一 般 会 計 出 資 金

施 設 増 強 負 担 金

一 般 会 計 補 助 金

基 金 収 入

基 金 繰 入 金

予 算 額 に
比 べ 決 算
額 の 増 減
又 は 不 用 額

執 行 率
(Ｂ／Ａ
× 100)金　額

（Ａ）
構 成
比 率

金　額
（Ｂ）

構 成
比 率

項　　　　目

予　算　額 決　算　額 翌年度繰越
額 に 係 る
財源充当額
又は翌年度
繰 越 額

繰 出 金
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３ 経 営 成 績 

(1) 損 益 状 況 

損益状況の推移をみると，第４表のとおりである。 

当年度は，収益３８６億８，１１４万円に対して費用３７９億１，１７３万円で，差引７億 

６，９４１万円の経常利益となっている。 

これに特別損益を加減した当年度純利益は３億８，４４３万円であり，前年度繰越利益剰余金 

２４億５，２９７万円を加えた当年度未処分利益剰余金は２８億３，７４０万円となっている。 

当年度の特別利益９，８６２万円は，西部センター建設用地の地中障害物撤去に係る収入等であ

り，特別損失４億８，３６０万円は，主として未収水道料金の消滅時効及び旧・西部センター庁舎

等に係る固定資産の評価減によるものである。 

前年度と比べると，収益が３億８，５３１万円（１．０％）増加し，費用が７，２９７万円 

（０．２％）減少した結果，経常損益は４億５，８２９万円改善している。 

営業収支比率は９９．５％，経常収支比率は１０２．０％で，前年度に比べそれぞれ２．２ポイ

ント，１．２ポイント上昇している。 

(2) 収     益 

ア 営 業 収 益 

営業収益は３５１億８，４５５万円で，前年度に比べ２億８４０万円（０．６％）増加してい

る。 

「給水収益」は３２８億３，８３５万円で，収益の８４．９％を占めており，前年度に比べ 

２億６，１１５万円（０．８％）増加している。これは，猛暑による有収水量の増に伴い，収益

が増加したことによる。 

「受託工事収益」は３億５，１３１万円で，主として給水装置受託工事件数の減により，前年

度に比べ３，３５５万円（８．７％）減少している。 

「その他営業収益」は１９億９，４８８万円で，主な内訳は，下水道使用料徴収に係る下水道

事業会計の負担金１５億５５０万円及び生活保護世帯に対する料金減免等に伴う一般会計からの

繰入金３億３，７２５万円である。主として下水道使用料徴収に係る下水道事業会計の負担金の

減により，前年度に比べ１，９１９万円（１．０％）減少している。 

イ 営業外収益 

営業外収益は３４億９，６５９万円で，前年度に比べ１億７，６９１万円（５．３％）増加し

ている。 

「分担金」は７億４，１１８万円で，給水装置の新設・増径工事の申込者から口径に応じて

一定額を徴収するものであり，水道メーター新設件数の増により，前年度に比べ９，３８２万円 

（１４．５％）増加している。 
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「基金繰入金」は２１億６，３００万円で，全額が受水費高騰対策に充当したものである。 

(3) 費     用 

ア 営 業 費 用 

営業費用は３５３億４，５３５万円で，前年度に比べ５億８，４７５万円（１．６％）減少し

ている。 

「人件費」は７９億２，２５８万円で，費用の２０．９％を占めている。これは損益勘定支弁

職員に係るものであり，主として職員数の減により，前年度に比べ２億２，７００万円（２．８％）

減少している。なお，当年度における特殊勤務手当は２億７５２万円で，人件費の２．６％を占

めており，業務の特殊性の希薄化や市民感覚に留意しつつ社会情勢や時代の変化に適合した見直

しと，効率的な事務執行による超過勤務手当の一層の縮減が望まれる。 

「受水費」は１１７億４，８４３万円で，費用の３１．０％を占めている。これは，全額が阪

神水道企業団への分賦金及び兵庫県水道用水供給事業への使用料金である。 

「受託工事費」は１億６,１３２万円で，給水装置の修繕工事等に係る費用である。 

「委託料」は２８億９４７万円で，メーター検針，未納整理事務等の水道料金の徴収業務委託

１２億２，２９５万円，電算処理委託料５億６１万円，及び満了メーター取替業務に係る委託料

３億１，５９３万円等であり，主として水の科学博物館管理運営業務の見直し及び水道サービス

公社への事務委託の減により，前年度に比べ１億６，１０４万円（５．４％）減少している。 

「修繕費」は５億４，７３８万円で，主として電気・機械設備に係る修繕費の減により，前年

度に比べ３億４，０９２万円（３８．４％）減少している。 

「動力費」は８億４，２２２万円で，配水池送水ポンプ設備等の電力料である。 

「減価償却費」は８５億７，７１２万円で，費用の２２．６％を占めており，主として送水管

及び配水管の布設により構築物が増加したため，前年度に比べ２億１，５４６万円（２．６％）

増加している。 

「減収補てん見返勘定償却」は６億６，０００万円で，震災による給水収益の減収を補てんす

るために発行した減収補てん債について，その償還に合わせて償却を行うものである。 

「その他諸費用」は２０億７,６７８万円で，賃金，資産減耗費及び路面復旧費等である。 

イ 営業外費用 

営業外費用は２５億６，６３８万円で，前年度に比べ５億１，１７８万円（２４．９％）増加

している。これは主として，「支払利息及企業債取扱諸費」が1億４，８５１万円減少したもの

の，阪神水道企業団に対する一般会計からの出資金(琵琶湖総合開発事業等に係る利息償還分)

６億６，１９８万円を水道事業が「繰出金」として立替払したことによる。 
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第　４　表　　　損　　　益　　　状　　　況　　  の　　　比　　較　

(A) 38,681,149 100.0 385,319 1.0 38,295,830 100.0 △ 1,182,584 △ 3.0

(a) 35,184,557 91.0 208,401 0.6 34,976,156 91.3 △ 987,736 △ 2.7

給 水 収 益 32,838,357 84.9 261,150 0.8 32,577,207 85.1 △ 697,382 △ 2.1

（ 一　　　 般 　　　用 ） 20,513,936 53.0 197,826 1.0 20,316,110 53.1 △ 227,487 △ 1.1

（ 業　　　 務 　　　用 ） 12,204,691 31.6 63,379 0.5 12,141,312 31.7 △ 448,635 △ 3.6

（ そ　　　 の 　　　他 ） 119,731 0.3 △ 54 0.0 119,785 0.3 △ 21,260 △ 15.1

受 託 工 事 収 益 351,317 0.9 △ 33,556 △ 8.7 384,873 1.0 △ 252,888 △ 39.7

そ の 他 営 業 収 益 1,994,883 5.2 △ 19,194 △ 1.0 2,014,077 5.3 △ 37,465 △ 1.8

3,496,592 9.0 176,919 5.3 3,319,673 8.7 △ 194,849 △ 5.5

受 取 利 息 195,982 0.5 13,175 7.2 182,807 0.5 △ 94,284 △ 34.0

分 担 金 741,180 1.9 93,829 14.5 647,351 1.7 △ 126,954 △ 16.4

補 助 金 8,580 0.0 600 7.5 7,980 0.0 3,420 75.0

基 金 繰 入 金 2,163,000 5.6 △ 3,000 △ 0.1 2,166,000 5.7 3,000 0.1

雑 収 益 387,850 1.0 72,314 22.9 315,536 0.8 19,971 6.8

(B) 37,911,733 100.0 △ 72,972 △ 0.2 37,984,705 100.0 △ 2,118,817 △ 5.3

(b) 35,345,351 93.2 △ 584,755 △ 1.6 35,930,106 94.6 △ 1,989,246 △ 5.2

人 件 費 7,922,587 20.9 △ 227,008 △ 2.8 8,149,595 21.5 △ 687,039 △ 7.8

受 水 費 11,748,437 31.0 △ 29,875 △ 0.3 11,778,312 31.0 30,182 0.3

受 託 工 事 費 161,329 0.4 △ 8,953 △ 5.3 170,282 0.4 △ 261,203 △ 60.5

委 託 料 2,809,470 7.4 △ 161,044 △ 5.4 2,970,514 7.8 △ 462,573 △ 13.5

修 繕 費 547,387 1.4 △ 340,922 △ 38.4 888,309 2.3 △ 214,725 △ 19.5

動 力 費 842,228 2.2 2,915 0.3 839,313 2.2 △ 53,913 △ 6.0

減 価 償 却 費 8,577,129 22.6 215,461 2.6 8,361,668 22.0 △ 35,697 △ 0.4

減収補てん見返勘定償却 660,000 1.7 0 0.0 660,000 1.7 0 0.0

そ の 他 諸 費 用 2,076,784 5.5 △ 35,328 △ 1.7 2,112,112 5.6 △ 304,278 △ 12.6

2,566,382 6.8 511,782 24.9 2,054,600 5.4 △ 129,570 △ 5.9

支払利息及企業債取扱諸費 1,867,324 4.9 △ 148,516 △ 7.4 2,015,840 5.3 △ 167,227 △ 7.7

繰 延 勘 定 償 却 36,988 0.1 1,544 4.4 35,444 0.1 35,444 皆増

雑 支 出 86 0.0 △ 3,229 △ 97.4 3,315 0.0 2,212 200.5

繰 出 金 661,985 1.7 661,985 皆増 － － － －

769,415 － 458,291 － 311,124 － 936,232 －

(D) 98,621 － 54,384 122.9 44,237 － △ 23,068 △ 34.3

(E) 483,602 － 175,873 57.2 307,729 － 230,922 300.7

384,434 － 336,801 － 47,633 － 682,243 －

(G) 2,452,972 － 44,633 1.9 2,408,339 － △ 634,610 △ 20.9

2,837,406 － 381,434 15.5 2,455,972 － 47,633 2.0

99.5 － 2.2 － 97.3 － 2.5 －

102.0 － 1.2 － 100.8 － 2.4 －

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金
( △ 繰 越 欠 損 金 ）

当 年 度 純 損 益 (F=C+D-E)

営 業 収 支 比 率 (a/b × 100)

経 常 収 支 比 率 (A/B × 100)

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金
( △ 未 処 理 欠 損 金 )(F+G)

収 益

営 業 収 益

対前年度
増 減 率

構成
比率

対前年度
増　  減

構成
比率

(単位　金額：千円，比率：％)

項     目

平　　成　　16 　年　　度 平　　成　　15 　年　　度

金   額
対前年度
増　  減

対前年度
増 減 率

金   額

営 業 外 収 益

費 用

営 業 費 用

営 業 外 費 用

　　  ３  その他諸費用は，賃金，資産減耗費及び路面復旧費等である。

経 常 損 益 (C=A-B)

特 別 利 益

特 別 損 失

　　　２  人件費は，給与・手当・法定福利費及び退職給与金(受託工事に係る人件費を含む）である。

備考：１  給水収益の用途別内訳
　　　　　（一般用）家事用，公共等，（業務用）小売・サービス，製造等，（その他）公衆浴場，共用家事等
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(4) 給水収益と給水原価 

給水量１㎥当たりの給水収益を給水原価と対比して推移をみると，第５表のとおりである。 

当年度の１㎥当たりの給水収益は１７６円３７銭で，前年度に比べ１４銭（０．１％）減少して

いる。また，１㎥当たりの給水原価は１９８円３銭で，前年度に比べ５円６２銭（２．８％）減少

している。この結果，１㎥当たりの給水収益と給水原価との差引は２１円６６銭の赤字となるが，

前年度に比べ５円４８銭改善している。これは主として，人件費，及び委託料等の物件費の減によ

り１㎥あたりの給水原価が減少したことによる。なお，給水原価に対する給水収益比率は８９．１％

と，前年度に比べ２．４ポイント上昇している。 

(単位　金額：円，比率：％）

(A) 176.37 － △ 0.14 △ 0.1 176.51 － △ 1.36 △ 0.8

(B) 198.03 100.0 △ 5.62 △ 2.8 203.65 100.0 △ 7.17 △ 3.4

41.45 20.9 △ 1.48 △ 3.4 42.93 21.1 △ 3.07 △ 6.7

63.10 31.9 △ 0.72 △ 1.1 63.82 31.3 1.02 1.6

46.07 23.3 0.76 1.7 45.31 22.2 0.42 0.9

10.03 5.1 △ 0.89 △ 8.2 10.92 5.4 △ 0.75 △ 6.4

37.38 18.9 △ 3.29 △ 8.1 40.67 20.0 △ 4.78 △ 10.5

△ 21.66 － 5.48 － △ 27.14 － 5.81 －

89.1 － 2.4 － 86.7 － 2.3 －

備考：1　１㎥当たり給水収益＝給水収益/給水量

　  　2　１㎥当たり給水原価＝費用/給水量（但し，費用には受託工事費，材料売却原価，特別損失を含まない。）

　　　3　人件費は，給料，手当，法定福利費及び退職給与金である。

　　　4　その他は，委託料，修繕費，動力費等である。

第　５　表　　　１㎥ 当 た り 給 水 収 益 と 給 水 原 価 の 比 較

そ の 他

差         引   （ A － B ）

A／B×100

平　　成　　15　　年　　度

構成
比率

対前年度
増 減 率

対前年度
増　  減

人 件 費

金  額

受 水 費

１ ㎥ 当 た り 給 水 原 価

内
 
 
 
 
訳

減 価 償 却 費

支払利息及企業債取扱諸費

１ ㎥ 当 た り 給 水 収 益

項     目

平　　成　　16　　年　　度

金  額
構成
比率

対前年度
増　  減

対前年度
増 減 率
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４ 財 政 状 態 

平成１６年度末の貸借対照表を前年度末のそれと比較すると，第６表のとおりである。 

以下，主な項目について述べる。 

(1) 資     産 

資産総額は３，３４３億９，００１万円で，前年度末に比べ４２億６，０５０万円（１．３％）

減少している。 

ア 固 定 資 産 

固定資産は３，１９３億２，０６３万円で，前年度末に比べ５９億６，５８７万円（１．９％）

増加している。 

(ｱ) 有形固定資産 

有形固定資産は２，７７２億９，０２２万円で，前年度末に比べ６億６，８５４万円 

（０．２％）増加している。 

「建物」は１２７億７３７万円で，前年度末に比べ１０億７，４５１万円（９．２％）増加

している。これは，減価償却及び旧・西部センター庁舎などの用途廃止に伴う評価減等により

７億２５５万円減少したものの，西部センター新庁舎を建設仮勘定から振り替えたこと等によ

り１７億７，７０７万円増加したことによる。 

「構築物」は２，２０９億５，９５８万円で，前年度末に比べ７億２，８５０万円 

（０．３％）増加している。これは，配水管等の減価償却及び除却等により６２億 

６４８万円減少したものの，布引貯水池取水堰堤の整備完了に伴う建設仮勘定からの振替及び

市内各所での配水管布設等により６９億３，４９８万円増加したことによる。 

「機械及装置」は１１３億２，５６９万円で，前年度末に比べ８億２，７９６万円（６．８％）

減少している。これは，メーター購入等により１１億５，７５１万円増加したものの，減価償

却等により１９億８，５４７万円減少したことによる。  

「工具器具備品」は５億５，２０５万円で，前年度末に比べ１億４，８２５万円（２１．２％）

減少している。これは，基幹施設整備工事及び固定資産など建設改良費の計上により

８，８６１万円増加したものの，減価償却等により２億３，６８６万円減少したことによる。 

「建設仮勘定」は２６億４，８９４万円で，前年度末に比べ１億７，０１１万円 

（６．０％）減少している。これは，基幹施設整備工事及び配水管整備増強工事など建設改良

費の計上等により９７億２，３８７万円増加したものの，構築物などの本勘定への振替等によ

り９８億９，３９８万円減少したことによる。 

(ｲ) 投     資 

投資は４２０億７２３万円で，前年度末に比べ５２億９，７８６万円（１４．４％）増加し

ている。 
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「投資有価証券」は１５９億９，６５５万円で，前年度末に比べ５８億６，５６７万円

（５７．９％）増加している。これは，ペイオフ対策として，これまで大口定期等(現金預金)

で運用を行っていた資金を国債等の有価証券での運用に切り替えたことによる。 

「出資金」は１４億１，５４７万円で，前年度末に比べ７億８，９７８万円（１２６．２％）

増加している。これは，一般会計からの出資金(琵琶湖総合開発事業等に係る元金償還分)を立

て替え，阪神水道企業団に対して出資したことによる。 

「基金」は２４０億８，１２０万円で，前年度末に比べ１３億５，７５９万円（５．３％）

減少している。これは，８億１，５７１万円を積み立てたものの，受水費高騰対策等として，

２１億７，３３１万円を処分したことによる。 

イ 流 動 資 産 

流動資産は１４０億８，６８７万円で，前年度末に比べ９５億２，９３８万円（４０．４％）

減少している。 

「現金預金」は８１億３６８万円で，前年度末に比べ９４億１，３７４万円（５３．７％）減

少している。これは，ペイオフ対策として，これまで大口定期等で運用を行っていた資金を国債

等の有価証券での運用(投資)に切り替えたことによる５８億６，５６７万円及び未払金１７億

１，８０７万円の減少等による。 

「未収金」は２７億４，６４７万円で，前年度末に比べ２億７，３６７万円（９．１％）減少

している。これは主として，消滅時効期間の変更に伴い給水収益に係る未収金が減少したことに

よる。 

「前払金」は１５億４，９５１万円で，前年度末に比べ１億５，７７１万円（１１．３％）増

加している。これは主として，大容量送水管整備工事に伴う工事前払金が増加したことによる。 

ウ 減収補てん見返勘定 

「減収補てん収入見返」は８億７，０００万円で，償却により前年度末に比べ６億 

６，０００万円（４３．１％）減少している。 

(2) 負     債 

負債総額は１９９億８，８５３万円で，前年度末に比べ５２億９，１８１万円（２０．９％）減

少している。 

ア 固定負債 

固定負債は８２億８，３３１万円で，前年度末に比べ２８億５，８３６万円（２５．７％）減

少している。 

「企業債」は８億７，０００万円で，全額が減収補てん債であり，償還により，前年度末に比

べ６億６，０００万円（４３．１％）減少している。 

「修繕引当金」は１０億９，６４５万円で，前年度末に比べ１億９３６万円（９．１％）減少
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している。これは，当年度分として１億５，０００万円引き当てる一方で，配水池内外面補修工

事費及び貯水池整備工事費として２億５，９３６万円取り崩したことによる。 

「受水費高騰対策勘定」は４７億６，２２５万円で，全額，阪神水道企業団の受水費高騰対策

に充てたため，前年度末に比べ２１億６，３００万円（３１．２％）減少している。 

イ 流動負債 

流動負債は１１７億５２２万円で，前年度末に比べ２４億３，３４５万円（１７．２％）減少し

ている。 

「未払金」は４８億３，４０１万円で，主な内訳は，未払工事費２１億７，２９１万円及び営業

未払金１７億８，９９３万円で，前年度末に比べ１７億１，８０７万円（２６．２％）減少してい

る。これは主として，未払工事費が減少したことによる。 

「前受金」は４０億１，０１５万円で，主なものは，団地開発者等から受け入れた工事負担金 

３７億９，０２８万円であり，前年度末に比べ２億７，７２３万円（６．５％）減少している。 

「 預 り 金 」 は １ ５ 億 ６ ， ２ ７ ９ 万 円 で ， 主 な も の は ， 下 水 道 使 用 料 預 り 金 

１４億３，６７９万円であり，前年度末に比べ３億７，０５８万円（１９．２％）減少している。 

(3) 資     本 

資本総額は３，１４４億１４７万円で，前年度末に比べ１０億３，１３１万円（０．３％）増加

している。 

ア 資  本  金 

資本金は１，３７６億７，９６８万円で，前年度末に比べ２１億２，５３１万円（１．５％）

減少している。これは，企業債を１６億円新たに発行したものの，３７億２，５３０万円償還し

たことにより，「借入資本金」が減少したことによる。 

イ 剰  余  金 

剰余金は１，７６７億２，１７９万円で，前年度末に比べ３１億５，６６２万円（１．８％）

増加している。 

(ｱ) 資本剰余金 

資本剰余金は１，７３８億８，１３９万円で，前年度末に比べ２７億７，２１８万円

（１．６％）増加している。 

「国庫補助金」は１９５億４，７２９万円で，前年度末に比べ３億７，５４９万円（２．０％）

増加している。これは主として，大容量送水管整備事業に係る補助金を受け入れたことによる。 

「工事負担金」は１，１９０億７，８８９万円で，主として団地開発者等から当該負担金を

受け入れたことにより，前年度末に比べ１５億２，５０１万円（１．３％）増加している。 

「施設増強負担金」は１７８億３，２４２万円で，団地開発者等から受け入れた当該負担金

を組み入れたことにより，前年度末に比べ６億６，００８万円（３．８％）増加している。 
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「その他資本剰余金」は２２億１，６１４万円で，前年度末に比べ１億５，５４９万円 

（７．５％）増加している。これは，基金利息及び土地売却差益を組み入れたことによる。 

(ｲ) 利益剰余金 

利益剰余金は，前年度未処分利益剰余金２４億５，５９７万円から積み立てた減債積立金

３００万円と，それを差し引いた前年度繰越利益剰余金２４億５，２９７万円及び当年度純利

益３億８，４４３万円とを合わせ，２８億４，０４０万円となっている。 

(4) キャッシュ・フローの状況 

当年度における現金預金の増加又は減少（キャッシュ・フロー）を，営業活動，投資活動，財務

活動に区分すると，第７表のとおりである。 

営業活動において，当期純利益，減価償却費及び未払金の減少などにより，５６億７，５６７万

円のキャッシュを生み出した。一方，投資活動において，主として建設改良に充てるため１４４億

９，０９４万円のキャッシュを使用するとともに，財務活動において，企業債の償還及び新規発行

などにより，差引５億９，８４７万円のキャッシュを使用した。 

この結果，平成１６年度末の現金預金残高は，前年度末に比べ９４億１，３７４万円減少し， 

８１億３６８万円となっている。 
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334,390,010 100.0 338,650,512 100.0 △ 4,260,502 △ 1.3

Ⅰ 319,320,630 95.5 313,354,760 92.5 5,965,870 1.9

1 277,290,229 82.9 276,621,688 81.7 668,541 0.2

(1) 28,952,875 8.7 28,946,042 8.5 6,833 0.0

(2) 12,707,376 3.8 11,632,859 3.4 1,074,517 9.2

(3) 220,959,583 66.1 220,231,081 65.0 728,502 0.3

(4) 11,325,697 3.4 12,153,659 3.6 △ 827,962 △ 6.8

(5) 129,324 0.0 135,944 0.0 △ 6,620 △ 4.9

(6) 14,375 0.0 2,739 0.0 11,636 424.8

(7) 552,051 0.2 700,303 0.2 △ 148,252 △ 21.2

(8) 2,648,948 0.8 2,819,063 0.8 △ 170,115 △ 6.0

２ 23,167 0.0 23,703 0.0 △ 536 △ 2.3

(1) 23,167 0.0 23,703 0.0 △ 536 △ 2.3

３ 42,007,235 12.6 36,709,369 10.8 5,297,866 14.4

(1) 15,996,551 4.8 10,130,878 3.0 5,865,673 57.9

(2) 1,415,479 0.4 625,692 0.2 789,787 126.2

(3) 24,081,204 7.2 25,438,799 7.5 △ 1,357,595 △ 5.3

(4) 514,000 0.2 514,000 0.2 0 0.0

Ⅱ 14,086,873 4.2 23,616,256 7.0 △ 9,529,383 △ 40.4

１ 8,103,687 2.4 17,517,435 5.2 △ 9,413,748 △ 53.7

２ 2,746,473 0.8 3,020,144 0.9 △ 273,671 △ 9.1

３ 380,453 0.1 321,026 0.1 59,427 18.5

４ 8,491 0.0 30 0.0 8,461 28,203.3

５ 1,549,511 0.5 1,391,801 0.4 157,710 11.3

６ 29,400 0.0 25,600 0.0 3,800 14.8

７ 1,268,857 0.4 1,340,220 0.4 △ 71,363 △ 5.3

Ⅲ 112,507 0.0 149,495 0.0 △ 36,988 △ 24.7

１ 112,507 0.0 149,495 0.0 △ 36,988 △ 24.7

Ⅳ 870,000 0.3 1,530,000 0.5 △ 660,000 △ 43.1

１ 870,000 0.3 1,530,000 0.5 △ 660,000 △ 43.1

334,390,010 100.0 338,650,512 100.0 △ 4,260,502 △ 1.3

19,988,532 6.0 25,280,346 7.5 △ 5,291,814 △ 20.9

Ⅰ 8,283,312 2.5 11,141,675 3.3 △ 2,858,363 △ 25.7

1 870,000 0.3 1,530,000 0.5 △ 660,000 △ 43.1

２ 1,554,600 0.5 1,480,600 0.4 74,000 5.0

３ 1,096,457 0.3 1,205,820 0.4 △ 109,363 △ 9.1

4 4,762,254 1.4 6,925,254 2.0 △ 2,163,000 △ 31.2

Ⅱ 11,705,220 3.5 14,138,671 4.2 △ 2,433,451 △ 17.2

１ 4,834,016 1.4 6,552,088 1.9 △ 1,718,072 △ 26.2

２ 4,010,155 1.2 4,287,387 1.3 △ 277,232 △ 6.5

３ 1,562,793 0.5 1,933,375 0.6 △ 370,582 △ 19.2

４ 29,400 0.0 25,600 0.0 3,800 14.8

５ 1,268,857 0.4 1,340,220 0.4 △ 71,363 △ 5.3

      

314,401,478 94.0 313,370,166 92.5 1,031,312 0.3

Ⅰ 137,679,682 41.2 139,804,992 41.3 △ 2,125,310 △ 1.5

１ 86,467,801 25.9 86,467,801 25.5 0 0.0

２ 51,211,882 15.3 53,337,191 15.7 △ 2,125,309 △ 4.0

Ⅱ 176,721,796 52.8 173,565,174 51.3 3,156,622 1.8

１ 173,881,390 52.0 171,109,202 50.5 2,772,188 1.6

(1) 8,402,708 2.5 8,347,753 2.5 54,955 0.7

(2) 19,547,296 5.8 19,171,798 5.7 375,498 2.0

(3) 13,042 0.0 13,042 0.0 0 0.0

(4) 6,786,241 2.0 6,785,101 2.0 1,140 0.0

(5) 4,634 0.0 4,634 0.0 0 0.0

(6) 119,078,895 35.6 117,553,882 34.7 1,525,013 1.3

(7) 17,832,427 5.3 17,172,340 5.1 660,087 3.8

(8) 2,216,147 0.7 2,060,653 0.6 155,494 7.5

２ 2,840,406 0.8 2,455,972 0.7 384,434 15.7

(1) 3,000 0.0 － － 3,000 皆増

(2) 2,837,406 0.8 2,455,972 0.7 381,434 15.5

(384,434) － (47,633) － (336,801) －

基 金

資 本 金

資 本

そ の 他 投 資

自 己 資 本 金

一 般 会 計 補 助 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

前 受 金

預 り 金

　　　（うち当年度純損益）

未 払 金

そ の 他 補 助 金

工 事 負 担 金

施 設 増 強 負 担 金

減 債 積 立 金

船 舶

流 動 負 債

流 動 資 産

現 金 預 金

減 収 補 て ん 見 返 勘 定

工 具 器 具 及 備 品

受 水 費 高 騰 対 策 勘 定

前 払 金

建 設 仮 勘 定

投 資 有 価 証 券

機 械 及 装 置

退 職 給 与 引 当 金

構 築 物

修 繕 引 当 金

負 債

負 債 及 び 資 本

投 資

出 資 金

車 両 運 搬 具

減 収 補 て ん 収 入 見 返

資 産

固 定 資 産

対前年度
増 減 率

対前年度増減
（Ａ－Ｂ）

平成15年度末平成16年度末
科        目

土 地

企 業 債

固 定 負 債

保 管 有 価 証 券

そ の 他 流 動 資 産

繰 延 勘 定

開 発 費

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

建 物

第　６　表　　　水　道　事　業　会　計　比　較　貸　借　対　照　表

(単位  金額:千円，比率:％）

金　　額
（Ａ）

構成
比率

金　　額
（Ｂ）

構成
比率

有 形 固 定 資 産

利 益 剰 余 金

未 収 金

前 払 費 用

貯 蔵 品

県 補 助 金

国 庫 補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

備考：有形固定資産の減価償却累計額は，146,641,813千円である。

預 り 保 証 有 価 証 券

そ の 他 流 動 負 債

借 入 資 本 金

剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

資 本 剰 余 金
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（単位　金額：千円）

平成16年度 対前年度増減 平成15年度 対前年度増減 平成14年度

Ⅰ 5,675,673 △ 609,904 6,285,577 2,118,262 4,167,315

当 期 純 利 益 （ △ 純 損 失 ） 384,434 47,633 △ 634,610

基 金 繰 入 金 （ 営 業 外 収 益 ） △ 2,163,000 △ 2,166,000 △ 2,163,000

減 価 償 却 費 8,577,129 8,361,668 8,397,365

資産減耗費（現金支出を除く） 320,649 450,967 589,719

減 収 補 て ん 見 返 勘 定 償 却 660,000 660,000 660,000

企 業 債 発 行 差 金 － 878 7,040

繰 延 勘 定 償 却 36,988 35,444 －

そ の 他 特 別 利 益 △ 11,345 △ 130 －

その他特別損失（現金支出を除く） 223,997 208,321 －

未 収 金 の 増 減 273,670 412,164 △ 252,945

貯 蔵 品 の 増 減 △ 59,427 95,808 9,727

そ の 他 の 流 動 資 産 の 増 減 △ 98,608 84,844 281,246

退 職 給 与 引 当 金 の 増 減 74,000 △ 530,000 △ 509,000

修 繕 引 当 金 の 増 減 △ 109,363 △ 347,120 △ 73,794

未 払 金 の 増 減 △ 1,718,072 △ 1,225,652 △ 487,382

そ の 他 の 流 動 負 債 の 増 減 △ 715,378 196,754 △ 1,657,052

Ⅱ △ 14,490,942 △ 5,146,228 △ 9,344,714 1,025,018 △ 10,369,732

建 設 改 良 費 △ 10,138,794 △ 10,249,072 △ 13,496,665

開 発 費 － △ 8,104 △ 186,083

投 資 （ 基 金 へ の 積 立 ） △ 815,720 △ 655,840 △ 970,668

固 定 資 産 売 却 代 金 435 43 2,198

基 金 収 入 155,494 397,551 597,445

基 金 繰 入 金 （ 資 本 的 収 入 ） 10,315 15,620 21,940

基 金 繰 入 金 （ 営 業 外 収 益 ） 2,163,000 2,166,000 2,163,000

投 資 有 価 証 券 の 取 得 △ 6,818,538 △ 1,725,151 －

投 資 有 価 証 券 の 満 期 952,865 714,239 1,499,100

Ⅲ △ 598,479 △ 2,495,349 1,896,870 △ 2,291,515 4,188,385

企 業 債 1,600,000 2,949,123 3,792,960

工 事 負 担 金 1,582,097 2,011,125 2,777,229

国 庫 補 助 金 375,515 274,406 524,273

一 般 会 計 補 助 金 1,140 1,080 540

一 般 会 計 出 資 金 261,517 1,892,546 1,847,554

施 設 増 強 負 担 金 693,091 271,158 389,576

貸 付 金 返 還 金 200,000 200,000 200,000

企 業 債 償 還 金 △ 4,385,310 △ 3,930,719 △ 3,776,994

貸 付 金 △ 200,000 △ 200,000 △ 200,000

出 資 金 △ 261,517 △ 1,892,546 △ 1,847,554

繰 出 金 △ 789,787 － －

消 費 税 資 本 的 収 支 調 整 額 324,775 320,698 480,801

Ⅳ △ 9,413,748 △ 8,251,481 △ 1,162,267 851,765 △ 2,014,032

Ⅴ 17,517,435 △ 1,162,267 18,679,702 △ 2,014,032 20,693,734

Ⅵ 8,103,687 △ 9,413,748 17,517,435 △ 1,162,267 18,679,702

備考：１　本表は間接法により作成している。

　　　２　項目は，原則として損益計算書，貸借対照表及び決算報告書の科目によっている。

　　　４　従来，一般会計が阪神水道企業団に対して支出していた出資金の大半を，16年度は水道事業が立替金として繰出を行った。そ
　　　　の内訳は，営業活動に係るキャッシュ・フローの当期純利益 384,434千円に費用として含まれる繰出金△661,985千円及び財務
　　　　活動に係るキャッシュフローの繰出金△789，787千円の合計△1,451,772千円である。

項目

第　７　表　　　キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　３　未収金の増減，貯蔵品の増減，その他の流動資産の増減の数値がプラスの場合はそれぞれの資産の減少を，マイナスの場合は
　　　　資産の増加を表す。

財務活動によるキャッシュ・フロー

当 期 現 金 預 金 増 減 額

現 金 預 金 期 首 残 高

現 金 預 金 期 末 残 高
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５ ま  と  め 

業務面では，渇水・災害・事故に強い水道の構築をめざし，高規格配水管整備事業等の水道施設の

耐震化及び高度化に取り組むとともに，大容量送水管整備工事については，引き続き住吉川以西の区

間の整備を行った。また，平成１６年度から施行された新水質基準に適合した安全で良質な水道水を

供給するため，ＩＳＯ９００１の取得など水質管理体制の強化・充実を図るとともに，直結給水の促

進及び鉛製給水管の解消に努めた。 

経営面では，当年度は猛暑であったため，給水収益が増加し平成１２年度以来４年ぶりに前年度を

上回ったほか，平成１９年度を目標年次とする「新たな経営目標（新中期経営目標）」に基づいて経費

削減に努めた結果，３億８千万円の純利益となり，前年度に引き続き単年度黒字を計上している。こ

の結果，前年度繰越利益剰余金２４億５千万円を加えた当年度未処分利益剰余金は２８億３千万円と

なり，また，当年度末の流動資産から流動負債を差し引いた資金在高は，ペイオフ対策としての投資

有価証券の購入などにより，前年度末に比べ７０億９千万円減少し，２３億８千万円となっている。 

しかしながら，受水費高騰対策としての基金繰入金は，平成１９年度に枯渇する見込みであり，平

成２０年度以降における阪神水道企業団等の受水費改定の可能性，また，大容量送水管等大規模投資

に伴う減価償却費や配水管等経年化施設の更新費用の大幅増加が見込まれるなど，今後は，厳しい経

営状況となることが予測される。加えて当年度は，国の三位一体改革の影響により，阪神水道企業団

に対する一般会計からの出資金の一部１４億５千万円を水道事業が繰出金として立て替えているが，

同繰出金は本来一般会計が負担すべきものであり，今後も立替えが続けば水道事業会計の悪化要因と

なる恐れもある。 

このため，「新たな経営目標」に基づき策定した指標を確実に達成し，市民の視点から事務事業全般

を抜本的に見直すとともに，民間的経営手法の導入など，経営の一層の効率化に努められたい。また，

平成１７年６月「神戸２０１０ビジョン」において，２０１０年の本市将来人口を１５５万人とする

試算結果が公表されたが，今後はこの人口フレームに基づき正確な水需要予測を行い，一層効率的な

投資を行うとともに，引き続き，阪神水道企業団，県に対し，受水費用の増嵩防止のための要望を行

い，長期的な経営の安定を確保されたい。 

なお，大口使用者の一部に地下水利用の動きがあるが，この拡大は給水収益の減少をもたらすだけ

でなく公共財として投資した水道施設の非効率利用につながることから，地下水利用への有効な対応

策について他都市や関係部局等と情報交換しつつ早急に検討するとともに，上水道の利用増進につな

がるような料金体系の構築に向け鋭意研究されたい。 
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備考：経営分析方法については，153ページ参照。 

参考資料　

（単位　比率：％）

平成16年度 平成15年度 平成14年度 平成13年度 備　考

構　成　比　率

(1) 固 定 資 産 構 成 比 率 95.53 92.57 91.91 91.15
固定資産＋繰延勘定

総　資　産

(2) 自 己 資 本 構 成 比 率 78.71 76.79 75.45 74.11
自　己　資　本
総　　資　　本

財　務　比　率

(3) 固 定 長 期 適 合 率 98.96 96.56 96.14 96.01
固　定　資　産

自己資本＋固定負債

(4) 流 動 比 率 120.35 167.03 167.27 158.41
流　動　資　産
流　動　負　債

(5) 現 金 預 金 比 率 69.23 123.90 123.16 119.53
現　金　預　金
流　動　負　債

(6) 負 債 比 率 27.05 30.23 32.55 34.93
負　　　　　債
自　己　資　本

収　　益　　率

(7) 総 資 本 利 益 率 0.11 0.01 △ 0.19 △ 0.25
当　年　度　純　利　益

平　均　総　資　本

(8) 自 己 資 本 利 益 率 0.15 0.02 △ 0.25 △ 0.34
当　年　度　純　利　益
平　均　自　己　資　本

(9) 営 業 利 益 対 営 業 収 益 比 率 △ 0.46 △ 2.73 △ 5.44 △ 5.48
営　業　利　益
営　業　収　益

そ　　の　　他 　

(10) 総 資 本 回 転 率 0.11 0.11 0.12 0.12
経　常　費　用

平　均　総　資　本

(11) 自 己 資 本 回 転 率 0.14 0.15 0.16 0.16
経　常　費　用

平 均 自 己 資 本

(12) 企業債償還額対償還財源比率 48.93 46.74 48.66 45.91
企業債償還額

減価償却費＋当年度純利益

分　析　項　目

経　　営　　分　　析　　表


